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1.エ ネルギー ・環境問題の行方に関する思想的側面

生産研究 (1998年 12月号)に
“
サステナビリテイに関

する問題提起
"と

題 して,以 下の趣旨の論考を発表 した.

少 し長 くなるが,私 の基本的考え方であるので引用 してお

きたい (図1参照).

即ち,『20世紀を歴史的に振 り返る時代が将来到来する

とすれば,恐 らく間違いなく
“
科学技術の時代

"と
呼ばれ

るであろう。航空機や自動車あるいは鉄道は人間を高速で

移動させ,ロ ケットは人間を月へも運び,原 子力は未曾有

のエネルギーを開放した。半導体は人間の記憶 ・演算能力
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を拡大 し,情 報網は時空間を越えて我々の視聴覚能力を拡

大 した。さらに,DNA二 重螺旋構造の発見は,最 後の物

理的能力とも言える生命力をも拡大 しつつある。これらの

科学技術は,利 便性に富む輸送網,エ ネルギー網,あ るい

は情報網として現代ではいわば 「自生」する巨大な
“
人工

システム
"あ

るいは
“
人工環境

"を
形成 してお り,我 々は

最早これらを抜きにしては生存することができなくなって

きていると思われる。

……こうした技術や科学技術が築いてきた人エシステム

は,一 方では,周 知のように資源,環 境,食 糧などの持続

可能性に関する物理的制約要因に遭遇しつつある。しかし,
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信仰に近いほどの物的科学技術の魅力
「人類を月面に到着させることの重要さは、進化において海の生物が陸上にまで這い上がってきた時の瞬間にほぼ等しい。我々

は、…この頭脳と手足とを極限にまで仲ばしている。人類の進化における新しい一歩である」ヴェルナー・フォン・プラウン

「もし神がなければ、それを発明する必要がある」ヴォルテール

「未来は自動車のものだ。それは人間を開放するからだ。」ゾラ

図1 今 世紀が残したもの
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人エシステムが遭遇しつつある状況はさらに深刻であるよ

うに思われる。即ち,… …現存の人エシステムは,(画 一

化された大量生産に基づくという意味に加えて天才的個人

等の能力には依拠しないという意味で)没 個性的であり組

織的であるということもできる。科学技術が築いてきた成

果を否定することやその将来に悲観的見解を述べることは

筆者の意図するところではない。しかし,利 便性に富んで

はいるがユーザーが改良を施 しにくい電子化された自動

車,巨 大なパワーを生み出すが現代のピラミッドとも見え

る発電所,あ るいは精巧ではあるが (卑近には実現しがた

い)優 れて制御された環境においてのみ実現される先端科

学技術などを前にして個々人が 「無力感」を感じ,個 人目

標を社会目標と乖離した位置に設定する (アマチュアリズ

ムの喪失)と すれば,今 世紀の科学技術の成果を代表する

人エシステムは,利 便性や効率を高めた一方で
“
個人性 ・

個性の喪失
"と “

個人目標と社会目標との乖離
"等

に遭遇

していると言えよう。……技術者が発想した物が (社会目

標の自明性を介して)開 発課題にほぼ直結していたこれま

でのイ大況から,(ク ローンや脳死の問題を例とするまでも

なく)持 続可能性においても対象物が文化的要因を介して

社会目標の観点から問い直される状況に遭遇している。例

えば持続可能性に関連する研究 ・技術開発課題が,個 性豊

かな社会あるいはアマチュアリズムの復興等の社会目標を

実現するためのマイルス トーンとしてではなく,(誤 解を

恐れず表現するとすれば)現 存世代が築いてきた人エシス

テムにより大量消費された 「資源の温存」や悪化させてき

た 「環境の保全」といった単なる対処的観点から構築され

るとすれば,こ の課題設定は,人 エシステムを所与条件と

して育った若者世代にとっては,先 進工業国の付けを開発

途上国に回す国際政治における
“
空間的な南北問題

"で
あ

る側面をもつと同様に,先 進工業国に限っても現存世代の

付けを後世世代に回す
“
世代的 (あるいは時間的)な 南北

問題
"と

見えるように思われる。こうした図式が,持 続可

能性の問題の根元性を意味していると考えられる。ここで

は,物 理的制約要因に集約される問題を
“
地球資源 ・環境

問題
"と

呼び,上 述の観点に集約される問題を
“
人工環境

問題
"と

呼んでおこう。要するに,持 続可能性の問題は,

(上述の意味での)地 球資源 ・環境問題と人工環境問題と

の複眼的観点から捉える必要があると考える。
……人エシステムが今世紀に生み出された底流には,恐

らく
“
人間の物理的能力の拡大 ・物理的制約からの開放

"

のための利便性 ・効率化 ,大衆化 (階級の消失を含む)の

追求があり,こ れらの追求が人類にとって自明であったが

故に個人目標と社会目標との乖離が小さかったことがあっ

たと思われる。…‥さらに,こ うした流れの根底には,
“
全体の要素への還元 ・遡行

"と “
要素群の積本構造とし

ての全体性のオ巴握 ・構築
"と いう思考方法があったと思わ
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れる。……しかし,全 体は要素の単純和でないことも周知

の通 りである。……今世紀の情報通信技術 と輸送技術の進

展は情報や人あるいは物の交流を飛躍的に促進し,こ れら

は民族文化との摩擦を起こしながら,空 間的国境を越えて

文化 ・社会的国境を確かに消失させつつある.か つては国

を代表 した企業 も, もはや多国籍企業として民族性を失い

「自立」しつつある。……物理的制約要因に基づく持続可

能性への危惧は,量 的不確定さを伴うものの,国 境が喪失

し相互依存性を強める地球化時代では,各 国あるいは各民

族の活動を孤立系としてではなく地球規模の開放系とし

て,… …相対化された要素群が関係性や相互依存性を媒介

として起こす
“
事

"を
重視する必要性を示唆している。

……以上のように,地 球化時代や相互依存性は,持 続可

能性に関して地球資源 ・環境問題や人工環境問題に遭遇し

ている物的科学技術の根底に流れる思考方法,即 ち,要 素

と全体とを (あるいは要素間を)相 対化せずそれらの相関

性を重視しない思考方法の限界を示しているといえよう。

ここでは,資 源 ・環境に関するエコアナリシスやライフサ

イクルアセスメント (LCC02を含む)あ るいはリスクア

ナリシスなど(1)人エシステムが直接に引き起こす
“
事

",

および上述のような(2)社会的相互依存性や物理現象的関

係性などに起因して起こる<事 >に 配視する科学技術を,

物的科学技術に対置して
“
事 (こと)的 科学技術

"と
呼ん

でおきたい.要 するに,重 要課題は 「
“
物的科学技術

"か

ら
“
事的科学技術

"へ
の変貌」と考える。』

こうした考え方は,エ ネルギー資源や地球環境問題を

「課題」として設定する上で極めて重要であると考えてい

るが,事 的科学技術自体についてのこれ以上の議論は他の

機会に譲りたい。

2.エ ネルギー ・環境問題の行方の関する政策的側面

2.1 京都議定書と長期エネルギー需給見通し

エネルギー ・環境問題については,上 述のように様々な

観点からの議論が必要であるが ,図 2は,1997年 12月の

COP 3における京都議定書およびそれへの対応の内容を,

また1998年6月 にそれに基づき見直された長期エネルギ
ー需給見通しの概略を示したものである.

地球温暖化防止あるいは気候変動防止については,1992

年のリオ ・デ ・ジャネイロにおける地球サミットにおい

て,地 球温暖化対策に最大限努力すべく気候変動に関する

国際連合枠組み条約への署名が開始され,1994年 に発効

した。この条約の実効性を担保し,世 界各国が協調して地

球温暖化防止への取組みを加速的に進めるため,1997年

12月に第3回締約国会議が開催され,京 都議定書が採択

された.そ の後,1998年 11月にヴェノスアイレスにて

161カ国を集めて第4回締約国会議が開催され,気 候変動

枠組条約の実施の強化ならびに京都議定書の将来の発効ヘ
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向けての準備などが行われた。

京都議定書におけるわが国に関する対応は,温 室効果ガ

スについて,等 価換算において92%を 占める 炭酸ガスを

6.2%(1990年 度総排出量を基準)削 減する計画であ り,

3.7%相 当の吸収源の増加 と省エネルギー等による2.5%

の炭酸ガス排出削減により対処することとしている。一次

エネルギー構成については,石 油 。石炭の削減分を天然ガ

ス 。原子力等により主として補う計画である。

2.2 長期エネルギー需給見通し

長期エネルギー需給見通しにおいてまず気になること

は,2010年 においてもわが国の化石エネルギー資源依存

度は75%を 占めていることである。人口の増加および世

界のエネルギー需要の伸びについては多 くの試算がある

が,そ のいずれについても平均的な傾向を採用すると,核

燃料サイクルが確立されず,ま た自然エネルギーの利用が

飛躍的に普及しない場合には,化 石エネルギー資源および

核燃料に関する確認埋蔵量は21世紀の末を待たずに使い

呆たされる可能性がある1).こ
うしたエネルギー資源に関

する認識が正しいとすれば,長 期エネルギー需給見通しに

おける化石エネルギー資源への高い依存度には強い疑間を

感じざるを得ない。長期エネルギー需給見通しについては,

経済性を考えれば妥当な構成であるとの意見が当然あろ

う。しかし,在 来採掘法による原油生産は2010年頃に限

界に達し,原 油生産量は2010年頃にピークを迎えるとい

ぅ
2).原

油需要が急速に低下しないとすれば,先 端的採掘

方法がとられることになり,原 油価格は再び高騰すること
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が考えられる3にとを付言しておきたい。

2,3 京都議定書への対応

さて,エ ネルギー供給面での炭酸ガスタト出削減対策につ

い て は ,

(1)原子力発電所の大幅な増設 :2010年度において1997

年度の5割以上の増設,

(2)新エネルギーの加速的導入 :2010年 度において大

陽光発電の現行の約 3倍 の導入,風 力 ・廃棄物発電

の導入推進,

(3)電力負荷平準化対策の推進 :炭酸ガス排出原単位の

低い夜間電力による蓄熱式空調やガス冷房の普及,

電力負荷平準化推進のための技術開発ならびに電力

料金制度等の一層の充実

が挙げられている。

2.3.1 原子力発電

まず,原 子力について見てみよう。原子力発電所の建設

には,立 地可能性調査⇒環境影響評価⇒環境影響評価書提

出⇒第一次公開ヒアリング⇒電源開発調整審議会⇒第二次

公開ヒアリング⇒原子炉設置許可⇒工事計画認可といった

ステップがあり,特 に 「リスク」に関するアナリシス,ア

セスメントあるいはコミュニケーション等の事的科学技術

の第一の傾1面を考える上での好例であろう。

ところで,2011年 までに運転開始計画中の 22基の中で

工事計画認可済のものは3基 ,原 子炉設置許可済のものが

1基 であり,用 地未取得のものは5基 もある。原子力発電

所運転の停止を決定したスウェーデンにおいては,最 近よ

図2 京 都議定書 (1997.12)と長期エネルギー需給見通し (1998.6)
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うや く原子力発電所 1基の停止が行なわれる様子である。

しかし,そ の場合は不足電力を隣国の火力発電所から購入

することなり,こ れを加算するとスウェーデンは原子力発

電所停止以前より顕著に多い炭酸ガスを排出することにな

ろう。こうした事情に加えて,米 国においては原子力予算

が復活しつつある現状を考えると,わ が国における原子炉

計画についても明るい見通 しが有 り得るが,い ずれにして

も22基 の原子炉新 ・増設を2010年までに達成するには,

事的科学技術の面から国民の了解を得る多大な努力が必要

である。

2.3.2 分かりやすい単位の提案と新エネルギー

次に,い くつかの新エネルギーについて考えてみよう。
“
新エネルギー"と

は,太 陽光,風 力,廃 棄物,海 水 ・河

川等の温度差エネルギー
,太 陽熱および燃料電池等を指し

ている。

図3は ,フ ロー型あるいは再利用型エネルギー資源の潜

在量を示 したものである。図では,京 都議定書において基

準となっている1990年度を基準として考えるために,1990

年度におけるわが国の一次エネルギー総供給量 0.646]鵬r

(0。646X1012W)を 1単位 (JE),同年度の総電力需要量

0.0979 TWを1単位 (JP)と した。

わが国に降 り注 ぐ太陽エネルギーは約 94 JEである。無

論,太 陽電池の効率や利用可能面積などの観点から,こ の

量すべてが利用できるわけではない。NEDOの 調査によれ
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ば,国 内太陽光発電の可能量は約 0.25 JPである。2010年

までの太陽光発電の導入 目標はわずかに0.05 JPであるが,

それにしても1997年度の導入量はその 1/150であ り,こ

の目標値を達成するには150年かかることになる。

最近注 目されている廃棄物発電や風力発電については,

その潜在量はそれぞれ 0.03 JE,0.03 JPとそれほど高いわ

けではないことに留意する必要があろう。但し,廃 棄物に

ついてはエネルギー需要量とほぼ比例関係にあると考えら

れ,こ の意味では潜在量は多くないものの開発意義のある

エネルギー資源と言えよう。なお,新 エネルギーには算入

されていないようだが,バ イオマスの一部である国内木材

は0。1l JEと無視できない潜在量があることを付言してお

きたい。

2.3.3 国際協力

周知のように,我 が国の一次エネルギーの輸入依存度は

81.5%(1993年)であり,米 国の 19.0%に比べるまでもな

く極めて高い。このことは,一 方ではわが国では 「ベスト

ミックス」などエネルギーの供給基盤の構造的安定化が指

向されることを意味するが,翻 って考えれば,我 が国は,

地球化時代に対応した相互依存性を具現する (先進国と開

発途上国との間で共同して炭酸ガス排出削減を行う)ク リ
ーン開発メカニズムの一環として,国 際的エネルギーネッ

トワークの構築を指向し得る国であると言うことができよ

う。

○

○

日本の一次エネルギー総供給量(1990)=5fr2600万W年 =0.646W=lЛ

日本の総電力需要量(199o=8。58X101lkWh/年=0。0979TW=lP

世界の一次エネルギー総供給量(1990)=約10TW=約 16JE

地球断面に降り注ぐ太陽エネルギー=172,000TW=270,000JE

◇ 陸 地到達太陽エネルギー=120,000JE
・実用陸地到達太陽エネルギー=12,000JE

◇ 陸 地実用潜在風力=310JE

◇ 高 位雨水〓1,050JE
・潜在水力〓3.lJE

日本全土に降り注ぐ太陽エネルギー=160W/m2x(37.8×10Юm2)=93.6JE

国内廃棄物(1990)・
1=0.032JE

ホ1:エネルギー消費量に比例

国内木材 (温帯林)=6t/ha/TⅢ2×25。lMhaX 3.6Gcalた=0.0717TW=0.HJE

*2:森林回復の時定数を40年とした場合

国内排熱(1990)・
1〓0・66JE

国内太陽光発電可能量 (NEDO)=2.18X101lkWh/年
+3〓

0。25JP
*3:住宅58%、公共施設3%、 産業21%、遊休地18%

国内風力発電可能量 (NEDO)=2.63X1010kWh/年
+4=0.031JP

ホ4:年 平均風速6ゴs以上 (全上の約1/7)で人工密集地および標高1000m以上を除いた2.1×104h2に、

600kW風力発電機をlm四 方に4基置いた場合

図3 エ ネルギー資源 (再生利用型エネルギー資源の潜在量)

〇

〇

　

〇

　

〇

　

〇

　

〇
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即ち,化 石資源の有限性および国内フロー型エネルギー

資源の限界を加味すると,再 生可能エネルギーヘの移行を,

相互依存性に基づ く国際規模展開として早期に実現するよ

う努力する必要がある。国際的展開を考えれば,現 在の世

界のエネルギー需要を再生可能エネルギーにより賄うこと

も可能である。

2.3.4 産業界の自主行動計画

わが国のエネルギー消費量は全世界の約 6%で あるが,

(先に述べたようにわが国に降 り注 ぐ太陽エネルギーは約

94 JEであるので)わ が国では降 り注 ぐ太陽エネルギーの

約 1%に 相当するエネルギーを消費 していることになる。

こうした人工発熱量が地球環境に及ぼす影響については定

かでないが,将 来,こ うした人工発熱量を事的科学技術の

立場から客観的に評価する指標が必要となると思われる.
一方,わ が国ではエネルギー需要の40%(電 力利用を

含めて)を 産業分野が占めている.そ こで,次 に,省 エネ

ルギーの代表例 として図2中 にある経団連等の産業界自主

行動計画について考えてみる。

電気事業以外の産業の炭酸ガス総排出量のうち,鉄 鋼業,

セメント業,化 学工業,石 油業,紙 パルプ業,自 動車産業,

電子産業の7業 種で88%を 占めている。産業界の自主行

動計画に対するフローアップ委員会に提出されたデータを

もとにした試算
4)に

よると,こ の 7業 種における排出量

は,0.371 JC(1990年 度,Jcは 1990年度のわが国の炭酸

大気温度差エネルギー

(50,800JE十陸地実用風力310JE)

産業(損失41%)

民生(損失39%) 運輸(損失75%)
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ガス総JF出量)か ら0.384 JC(2010年度)へ と0.013 JC増

大する。電気事業 も同様 に 0.275 JCから0.331 JCへと

0.056 JC増大する。1992年度の分野別電力利用害J合をもと

にすると,0.056 JCのうち0.029 JCは民生および運輸部門

における電力利用による炭酸ガスタト出量増加と考えられ,

したがつて,電 気事業を含めて2010年度には0.042 JCだ

け産業分野における炭酸ガス排出量が増加することにな

る。

以上は,多 分に不確定な資料に基づく試算であるが,い

ずれにしても産業界の努力にもかかわらず京都議定書の履

行は困難な状況に遭遇していると考えられる。

3日エネルギー 0環境問題の行方に関する技術的側面

相互依存性を強める地球化時代においては京都議定書の

履行は,地 球環境の保全はもとより,わ が国の国際的位置

を高める上で重要である。また,少 なくとも長期エネルギ
ー需給見通しに記された程度の化石エネルギー資源依存度

の削減は,化 石資源の保存および京都議定書に履行のため

に不可欠である.し かし,以 上のように,長 期エネルギー

需給見通しにある資源構成の実現にはかなりの困難が予想

され,産 業界における省エネルギー等による炭酸ガス排出

の大幅な削減も期待できないように思われる。排出権取引

なども考えられるが,エ ネルギー ・環境問題については,
2010年が終わりではなく,2010年 以降も継続する問題で

7地
表面到達太陽放射

(110,000JE十実用12,000JE)

電力(損失63%)

図4 サ ステナビリテイに関するエネルギー ・熱工学的重要課題
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あることに留意すべきである。図4は ,こ うしたことを背

景として,重 要と思われる課題を私なりに示 したものであ

る。

3.1 民生 ・運輸部門における省エネルギー

発電所の飛躍的効率化が期待できないとすれば,図 2に

示 した0.025 JC削減の目標を達成するには,運 輸部門と民

生部門との飛躍的省エネルギーを図らなければならない。

運輸部門については,周 知のように輸送力に対するエネ

ルギー原単位の小 さい鉄道 (発電効率 を 37%と して

553 kJ/人・kn■,690 kI1/t・lm)の 占める割合 2.5%に 比べて,

航空機 (2390 kJ/人・km,23700 kJ/t・lm)は 5%,自 動車

(2340H/人 ・km,3970 kJ/t・km)は 88%と 高 く,輸 送シス

テムの最適化を図るとともに,自 動車の大幅な燃費改善

(現在の効率は約 18%)に 注力すべ きと考えられる.但

し,運 輸部門の省エネルギーについては各先進諸国とも頭

を悩ましている課題であり,先 進諸国では飽和に達 しつつ

ある民生部門のエネルギー消費が未だに急速な伸びを示 し

ているわが国では,特 に民生部門における省エネルギーを

飛躍的に進める必要がある。

3.2 国際的エネルギー基地とネットワーク

既に2.3.3で述べたように,地 球化時代に対応 した相互

依存性を具現するクリーン開発メカニズムの一環 として,

再生可能エネルギーに基づ く国際的エネルギー基地建設

と,そ れによる国際的エネルギーネットワークの構築に貢

献すべきであると考える。

しかし,再 生可能エネルギーを国際規模の基盤エネルギ

ヒー ト・カスケーデイング

生 産 研 究  1 4 1

―源とするためには,越 えなければならない技術的課題が

ある。課題の第一は(a)空間的に希薄で時間的に間欠性を

有する再生可能エネルギーの効率的利用技術の開発,第 二

は(b)ライフサイクルアセスメントLCAに 適合するシステ

ム化,第 三は(c)経済性の確立であろう。既に開発プロジ

ェクトが進んでいるように,(a)については水素など中間

媒体化,(b)に ついてはシリコンなど原料の省エネルギー

生産技術の開発,(c)については量産化と設備可能率の向

上が重要と思われる。特に量産化については,国 内需要規

模では不十分であり,上 述した再生可能エネルギーに基づ

く国際的ネットワーク構築を通じて飛躍的に需要を高める

べきであろう。また,設 備稼働率の問題も大きな問題であ

る。例えば太陽光発電による国際的中間媒体製造基地を考

えた場合,現 状では夜間にはシステムを停止せざるを得な

いが,夜 間はバイオマスなどをエネルギー源とするなどシ

ステム稼働率の低下を防止するハイブリッド基地が必要で

あろう。

3.3 低温排熱の中間媒体化

現在のわが国におけるエネルギーの有効利用率は,約

34%で ある。逆にいえば,0.66 JEが排熱となっている。

排熱の利用形態としては,図 5に示したように,ヒ ートカ

スケーディングの考え方からすれば上流側に位置する,蒸

気プラントにガスタービンプラントを増設したリパワリン

グがある。しかし,既 設蒸気プラント十新設ガスタービン

プラントの総合効率と新設複合サイクルプラントの総合効

率とでは後者が高いのでリパワリングが普及し難いとの意

図 5 ヒ ー トカスケーデ イング
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見もある。また,蒸 気プラントとして原子力を想定すると,

リパワリングがシステムに持ちこむよリー層の複雑 さが

「安全性」への課題 となるとの意見 もある。リパワリング

については,こ うした観点からの評価が課題であろう。

また,中 流倶1に位置すると思われる方法として, ヒー ト

ポンプの利用による昇温がある。これは有効な方法と考え

られるが,シ ステムの複雑さと耐久性 ・経済性の解決が課

題となろう。

下流側に属する方法として,温 水や空調など低温エネル

ギーの利用可能な用途に振 り分ける方法がある。これにつ

いては,大 量排熱の集中発生地に (温度レベルのあった)

集中熱需要地が隣接 している場合は有効である場合が有 り

得るが,一 般には以下のような課題がある。まず,オ ンサ

イ ト利用 (排熱発生地での利用)を 考える。大量排熱の集

中発生地を考えると,そ れを熱として利用する需要がどの

程度あるかが問題 (需給バランスの問題)で ある。空調に

利用するとしても,利 用は季節的に限られ,有 効利用率は

必ずしも高 くないと言えよう。したがって,こ うした場合

には,汎 用性の高い電力,水 素,あ るいはメタノールなど

の中間媒体に低温排熱 (大気温度に比較的近い200°c程 度

以下のツト熱)を 変換 ・貯蔵する技術開発が課題となる。ツト

熱の中間媒体化は,当 然の事ながらオフサイ ト利用におけ

る輸送の面でも利点がある。また,大 量排熱の集中熱発生

地では一般にエネルギーの有効利用が進んでおり,こ うし

た低温排熱を作動媒体に熱交換 して熱利用するためには,

膨大な面積の熱交換器が必要となり,空 間的にも経済的に

も普及は限定される問題がある。これは,特 に排熱が空気

などの気体エネルギーとして排出される場合には,大 きな

問題となる。したがって,排 熱を直接利用する方法や体積

効率の高い直接接触熱交換器などを積極的に利用 したシス

テム開発が課題となる。少量排熱の分散発生地においては,

排熱の輸送 ・集約による効率的オフサイ ト利用や,簡 便か

つコンパク ト機器によるオンサイ ト利用を図る必要があ

り,こ こで述べた中間媒体化はこの場合にも有効である。

3.4 ソ フ トエンジン等のシンプルマシン

ヒー トカスケーディングにおける上記の上流,中 流およ

び下流における技術課題は,総 排熱量の大きさ (0.66 JE)

から見ればいずれも重要であるが,こ こでは最も開発の遅

れていると考えられる低温排熱の中間媒体化を考えよう。

筆者は,低 温排熱の中間媒体化においては,極 言すれば
“
転換効率

"の
概念を捨てるべ きであると考える。思想的

佃1面で述べたように,今 世紀の発展を支えた物的科学技術

は
“
人間の物理的能力の拡大や物理的拘束からの開放

"と

いった社会 目標の自明性に支えられながら,効 率的単能機

とその集合体 としての人エシステムを構築 してきた (図1
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参照).し かし,低 温排熱の中間媒体化に際 して最 も汎用

性の高い電力への転換を考えるとすると,カ ルノー効率は,

周知のように排熱温度が200°Cの 場合で36.6%,100°cの

場合で 19,6%で ある。メタノールから水素への転換に廃

熱を利用するとしても,メ タンからメ:タノールヘの転換効

率を考慮すると,高 転換効率の実現には多 くの課題がある。

ここでは,中 間媒体として汎用性の高い電力に焦点を当て

よう。

高転換効率の概念を捨てるとすれば,ま ず第一の課題

は,%カ ルノーを高 くすることが不可欠と思われる。例え

ば,通 常の内燃機関においては,発 熱量の 10%程 度を機

械損失が占めている。機械損失自体は熱源温度の関数では

ないと考えられるので,同 じ運転条件では熱源温度が低い

ほど機械損失の占める割合は高 くなる。例えば,図 示熱効

率が 40%,機 械損失が 10%の 通常内燃機関を考えると,

図示熱効率の 25%が 機械損失に相当することになるが,

低温排熱を熱源とした20%程 度の図示熱効率機関では半

分が機械損失に費やされることになる。こうした機械損失

は,慣 性力に抗 して運転する過渡状態ではさらに割合が大

きくなると考えられる。

したがって,%カ ルノーを向上させるためには,団 体摺

動部の摩擦から開放されたエネルギー変換機が必要 とな

る。ここでは,団 体摺動部を可能な限 り排除した,こ うし

た変換機を
“
ソフトエンジン

"と
呼んでおく。ソフトエン

ジンの原理としては,熱 電現象,熱 ・機械効果,熱 音響効

果,水 素急増現象などが考えられる。

低温排熱の電力化に際 して,高 転換効率の概念を捨てる

とすれば,必 然的に低 コス ト,低 LCC02で ある必要があ

る。これらの要求は,即 ち構造が単純であるソフトエンジ

ンすなわち
“
シンプルマシン

"を
志向することとなろう。

筆者は,構 造単純化を施 したシンプルマシンの考え方は,

高信頼性に着目した固有安全炉,低 振動 。騒音および高信

頼性に着目したパルス管冷凍機,低 摩擦に着目したMEMS

などに共通すると考えており,さ らに今世紀の科学技術に

アマチュアリズムを取 り戻す方向性 を有すると思ってい

る。

(1999年12月8日受理)
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